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能登半島地震・ダイハツ工業不祥事に伴う影響調査アンケート結果 
 

大和商工会議所 

調査概要 

〇 調査目的 ：能登半島地震・ダイハツ工業不祥事に伴う影響を調査する。  

〇 調査期間 ：令和６年１月１２日（金）～１月１９日（金） 

〇 調査対象 ：大和商工会議所ＦＡＸ送信可能会員事業所 １，4６９件 

〇 調査方法 ：GOOGLE フォームによるアンケート集計 

〇 有効回答数：１２２件（有効回答率 8.3％） 
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調査企業の業種について

製造業 建設業 サービス業 飲食業 金融保険業 不動産業 運輸業 その他

製造業   35件 

建設業   24件 

サービス業 23件 

飲食業    4件 

金融保険業  4件 

不動産業   13件 

運輸業      4件 

卸売業     13件 

その他      8件 
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能登半島地震の影響について

大きな影響がある 多少影響がある あまり影響がない 影響がない(対策の必要がない)

大きな影響がある 1件

多少影響がある 10件

あまり影響がない 43件

影響がない 68件
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売上の減少※受注見込み不透明含む

関連企業・支社工業の稼働停止

原材料等の仕入入手困難

サプライチェーンの停滞

その他

能登半島地震の影響はどの部分に出ているか

(件)
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ダイハツ工業不祥事の影響について

大きな影響がある 多少影響がある あまり影響がない 影響がない(対策の必要がない)

大きな影響がある 1件

多少影響がある 8件

あまり影響がない 21件

影響がない 66件
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自動車部品・付属品製造

自動車(新車)の卸小売

リース車両の納入

自動車一般整備

車載メーカーとの取引

自動車部品の小売

自動車用品の取り付け

ダイハツ工業との取引について

(件)
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売上の減少※受注見込み不透明含む

サプライチェーンの停滞

その他

ダイハツ工業不祥事の影響はどの部分に出ているか

(件)
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事業者の視点として行政に求める対応について

売上減少に対する給付金制度 売上拡大に向けた商品券事業

ガソリン、電気代高騰に伴う助成金 最低賃金引上げに伴う人件費への助成金

人手不足解消に向けた施策 その他

売上減少に対する給付金制度 31件

売上拡大に向けた商品券事業 3件

ガソリン、電気代高騰に伴う助成金 44件

最低賃金引上げに伴う人件費への助成金 38件

人手不足解消に向けた施策 50件

その他 3件
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≪行政への意見・要望について≫ 

 

・電線の受注停止が小規模企業にとって死活問題になりかねません。政府に至急対応を求めます。 

 

・物価高騰に伴い売上単価を上げたことによる集客に影響が出ております。 

 

・中小企業にとって人手不足は大きな問題です。求人をしてもなかなか入社に繋がりません。 

少人数で仕事をこなさなければならず残業時間まで上限を掛けてしまうとかなり厳しい状況です。 

大企業と施策は違う形にしてほしいです。 

 

・大和駅周辺及び南部地域への集客向上に向けた施策を求めます。 


